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区 分 法定雇用率 %
従業員20人以上の民間企業 t 3.0
望詣 &6人以上の民間企業及び l 6･0
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障 音 別 就 労 先 職 種
(全就労者の合計比率 計307人)
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第3表 一般の民間企業における産業別障書者の雇用状況
障 害 者 の 数
区 分 B.重度障害者(常用)以外の障害者





? ? ? ?
製 造 業
21,200巨 287,4931 27,977
食料 品 ･たば こ
政 経 ･衣 服
木 材 ･家 具
パルプ･紙 ･出版
化 学 工 業
窯 業 ･土 石
鉄 鋼
非 鉄 金 属
金 属 製 品
電 気 機 械




運 輸 ･通 信 業
卸売 ･小売業､飲食店
金融 ･保険 ･不動産業
































































































注l A欄の ｢重度障害者 (常用)｣には短時間勤務職員の数は含まれていない｡B欄の ｢重度障害者 (常 用)以
外の障害者｣には重度障害者である短時間勤務職員の数が含まれている｡
2 障害者の数とは､身体障害者と精神薄弱者の計である｡A欄の重度障害者 (重度身体障害者及び重度精神薄
弱者)についてはダブルカウントしてある｡
3 雇用率2%が適用される非現業的磯関とは各省庁､都道府県､市町村の行政棟関等である｡
4 雇用率1.9%が適用される現業的機関とは郵政省､大蔵省造幣局及び印刷局､林野庁並びに地方公営企業法
にいう機関等である｡
5 ( )内は､平成4年6月1日現在の数値である｡
第5表 国､地方公共団体における機関区分別障害者の在職状況
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